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１．はじめに

　変化の激しい社会環境や生活様式の下で，中高生の心
身の健康は様々な影響を受けている。感染症，生活習慣
病の兆候，いじめ，不登校，中途退学者の増加等，生徒
の心身の健康課題は多様な形で表れてきている。学校の
保健室には，突発的なけがや疾病の応急手当てのため来

室する生徒の他，「なんとなくだるい」「頭が痛いけれど，
熱はなく，元気そうにみえる」等の原因のわからない体
調不良で来室する生徒がいる。検温，触診等を行っても，
発熱や患部の張りといったあきらかな所見や疾病の兆候
は見られないものの，生徒は身体症状の存在を訴え，保
健室での休養や早退を希望する。日本学校保健会「平成
18年度保健室利用状況に関する調査報告書」（2008）に
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おいては，不定愁訴は養護教諭が保健室で対応した内容
の5番目に数えられるほど，日常的に対応する症状であ
る。八賀，松本，平岩らは，このような器質的疾患のう
らづけのない漠然とした身体的愁訴を，「部位，時間，基
礎疾患が不定で，自覚症状は存在するが，因果関係を認
めるような客観的所見が乏しい症候の総称」として不定
愁訴と定義している（八賀・松本，2006，平岩，2007）。
ただし，この定義は医学で共有されるものではない。不
定愁訴は「不定」と「客観的所見の乏しさ」が特徴であ
るゆえに定義が難しく，体調不良であるもののストレス
反応と関連することもある（川崎，2008）。不定愁訴のよ
うな身体的症状の裏に心理的要因があることを，多くの
養護教諭が経験的に理解している。
　不定愁訴を訴える生徒は保健室に頻回に来室するケー
スがあり，教室にいる時間が減っていくうちに不登校等の
学校不適応に陥ることもある。伊藤らによると，例えば不
登校の場合はある日突然不登校になるのではなく，学校不
適応を起こす大半の生徒は，休み始める前に6割の生徒
が頭痛など体の不調を訴えるSOSを発信していると述べ
ている（伊藤，2003）。さらに五十嵐は，学習に加え，健
康，コミュニケーションのほぼすべての学校生活スキルが
不登校傾向の増大と関連していることを指摘し，不登校の
予防策を検討する必要性を述べている（五十嵐，2011）
　また，生徒指導提要（2022年改訂）によれば，児童生
徒の心理的あるいは発達的問題は，不登校やいじめ，非
行といった具体的問題として表れ，明確になっていくと
指摘されている。生徒の問題を少しでも早く発見し，問
題が複雑化する前に対応するためには，教員の観察力が
必要である。特に，生徒の不適応問題を早期に発見す
るためのポイントとして，顔色の悪さ，表情のこわばり，
行動の落ち着きのなさ，授業に集中できない，けがの頻
発など態度や行動面に表れるサインが挙げられている。
このような行動や健康状態に関わる変化に気づきやすい
のは，養護教諭である。
　以上より，本研究では養護教諭を対象とし，不定愁訴
で保健室へ頻回に来室する生徒の実態，養護教諭の考え
る不定愁訴の要因，学校不適応との関係をあきらかにす
ることを目的とし，調査を行った。

２．方法

２．１　調査期間
　2022年 8月に実施した。

２．２　調査対象
　関東1都 6県（東京，神奈川，埼玉，千葉，茨城，栃

木，群馬）公立中学校1,019校，高等学校1,019校，知的
障害特別支援学校高等部764校を担当する養護教諭を対
象とした。

２．３　調査手続き
　本調査では質問紙と同じ質問フォームにリンクするQR
コードを印刷した質問紙，依頼状を送付し，質問紙の返
送，または質問フォームでの入力をする形式とした。調
査の依頼分において，本調査協力と質問紙への回答は自
由意思であること，得られた情報は調査の目的以外に使
用しないこと，個人・学校が特定されることがないよう
にすることを明記した。本調査への協力と発表において
個人情報に十分留意し，倫理的配慮を行った（東京学芸
大学研究倫理委員会承認）。

２．４　調査内容
　フェイスシートと学校状況，回答する養護教諭自身に
関すること，不定愁訴で保健室へ頻回に来室する生徒の
状況について（来室時の状況，症状，学校生活上の問題
等），対応の事例，現在の対応課題についての内容で質
問紙を構成した。

３．結果

　回答が得られたのは，中学校146校，高等学校105校，
特別支援学校高等部145校，計396校の養護教諭から回
答が得られ，回収率は14.1%であった。

３．１　不定愁訴で頻回に保健室へ来室する生徒の実態
　不定愁訴を理由に保健室へ頻回に来室する生徒の平均
人数は中学校（以下，中学と称する）7.5人（SD=11.0），
高等学校（以下，高校と称する）6.2人（SD=11.3），特別
支援学校高等部（以下，特支と称する）1.9人（SD=3.0）
であり，中学・高校と比較して特支はやや少数であった。
一方，全校生徒数に占める頻回来室者数の割合は中学
2.3%，高校1.3%であるのに対し，特支は5.0%と高い割
合であった（表1）。
　頻回来室者数を学年別に見ると，中学・高校では3年
生の割合が最も高く（中学35.1%，高校39.6%），特支で
は1年生（37.9%）が最も多かった（図1）。

表１　頻回来室者の平均人数と割合
中学 高校 特支

頻回来室者平均人数 7.5 6.2 1.9
頻回来室生徒数／
全校生徒数

2.3% 1.3% 5.0%
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　学校種と頻回来室生徒の学年毎の割合について2要
因分散分析を行った結果，交互作用（F（4,564）=3.101，
p=.028）が有意となった。
　「不定愁訴を訴える生徒は，この5年で増加したように
感じますか」という質問について，「とても増えた」「や
や増えた」と答えたのは中学48.6%，高校50.4%に対し，
特支は29.0%であった
　学校の支援体制への課題についての回答をKJ法によ

り総合分析したところ，どの学校種にも大きな差はなく，
大きく分類して「教員の多忙・負荷」，「教職員・支援者
の不足」「連携・協力・体制・情報共有の不備」，「保護
者との協力の困難」，「カウンセラーの不在・面談機会の
少なさ」，「医療機関との連携困難」，「教職員の知識・研
修の不足」，「関係者の支援方針の違い」の8つの課題に
分類された（図2）。
　最も多かったのは，教職員の多忙により，不定愁訴を
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図１　不定愁訴で頻回に来室する生徒の学年
（平均人数，全頻回来室者に占める割合）

図２　学校の支援体制の課題
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訴える生徒の問題に対応する時間や余裕がないことに言
及する回答であった。生徒に対して「何とかしなければ
ならない」「ゆっくり話を聞いてあげたい」という思いが
あっても，養護教諭をはじめとした教職員は，なかなか
充分な時間を割けない現状がうかがえた。
　さらに，教員のキャパシティや時間だけでなく，充実
したサポートをするだけの現場の教員・教育支援職の人
数が足りない，教育相談や特別支援を担当できるほどの
知識や技量，経験のある教職員が不足しているという指
摘があった。
　「教職員の知識・研修の不足」に関連する回答は3.2%
あり，「最新の情報（実態，調査結果，具体的方策等）
を知りたい」といった不定愁訴と学校不適応についての
研修へのニーズの高さがうかがえた。
　校内の支援体制の在り方についても15.0%の回答に言
及があった。教員や保護者，医療機関，カウンセラーと
の情報共有や支援体制のできていないと回答した学校が
多く，一時的にうまく機能したと思っても，要となる教
員が異動してしまうと途端に機能しなくなるといった問
題も挙げられていた。
　不定愁訴の背景要因にも挙げられていた「保護者との
連携」も3番目に多く挙げられており，連絡がつかない
等保護者から協力を得られないだけでなく，保護者とコ
ミュニケーションができない，生徒以上に保護者への支
援が必要である場合もあるとの回答があった。
　また，「カウンセラーの不在・面談機会の少なさ」を指
摘した養護教諭は高校に多かった。今回調査をした学校
のうち，高校は800人以上の規模の学校が最も多く，生
徒一人あたりのスクールカウンセラーとの面談機会は必
然的に少なくなることが考えられた。
　さらに，高校はさわやか相談員等の配置が義務教育学
校に比べて少なく，巡回・派遣要請型のスクールカウン
セラーである場合，月2回程度しか来校せず，他の面談
希望生徒との順番待ちで面談の日を待っている間に生徒
の状況が悪化していくことが指摘された（表 2）。
　「医療機関との連携困難」については，なかなか医療
機関を受診できない事情のある家庭が存在することや，
地域の医療機関や専門医の情報が得られないこと，学校
医の専門は内科等が主で，精神科・心療内科の医師がほ

とんどいないため受診の相談や紹介が困難であることが
挙げられた。
　不定愁訴で頻回に来室する生徒への校内支援につい
て，連携した関係者について質問したところ，全ての学
校でいずれかの関係者と連携したと回答があり，連携先
としては全ての校種で担任がほぼ100%であった（図3）。
中学では担任に続いて学年主任，スクールカウンセラー，
保護者の順で回答が多く，保護者と部活動顧問の回答率
が他校種より高かった。他校種と比べて，居住地区と学
校が近い生徒が多く保護者が来校しやすいこと，部活動
全員加入の学校が多く顧問教員との関係性が強いことが
理由として考えられる。高校では，担任に次いでスクー
ルカウンセラー，保護者の順で回答が多く，他校種との
比較では出身中学校の教員，児童相談所等の福祉窓口の
回答率が高かった。高校入試を経て入学する際に，家庭
や個人の特性の情報が引き継がれないことがあるため，
卒業中学の教員や児童相談所（子ども家庭支援センター）
等との連携が多いと推測される。また，中学校と比較す
ると特別支援学級の設置や教育支援員の配置が少ないた
め，特別支援コーディネーターとの連携率も高い。
　特別支援学校では，主治医・学校医との連携の割合が
高く，知的障害から二次的に生じる症状の可能性を念頭
に置いて対応しているケースが推定される。さらに，学
年主任，副担任，管理職，生徒指導担当との連携率も高
く，生徒一人当たりの教員配置の多い特別支援学校の特
徴が表れている。

４．考察

　回答を得た396校の養護教諭のうち，約6割が「現
在，不定愁訴で頻回に保健室へ来室し続けている生徒が
いる」と回答し，そのうち約9割が「（不定愁訴で頻回に
来室する生徒に）学校生活上の問題がある」と考えてい
ることがわかった。全校種で「集団からの孤立」，「学力
不振」，「怠学」，の回答が多かったことから，学校での自
信・意欲の喪失と居場所のなさといったストレスが不定
愁訴を引き起こしている要因の一つとなっているのでは
ないか。松永（2010）は養護教諭42名に不定愁訴対応
に関するアンケート調査を行い，32名（53.5%）の養護
教諭が子どもの不定愁訴で困った経験があると回答し，
そのうち9名（37.5%）が「教室に戻らない」ことに困っ
たと回答している。教室でのストレスから生じた不定愁
訴であるからこそ，生徒は教室から保健室へエスケープ
しようとしている可能性がある。さらに，「頻回な遅刻・
早退・欠課」という回答も多く，教室にいる時間が減っ
ていき不登校につながることも懸念される。不定愁訴の

中学 高校 特支
400人未満 92 14 145

400人以上800人未満 54 36 0
800人以上 0 55 0
合計 146 105 145

表２　回答があった学校の人数規模ごとの校数
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問題を解決するには医療機関での治療や生活リズムの見
直し等ももちろん大切であるが，生徒の抱える問題の心
理的な背景要因にもアプローチしていく必要があると多
くの養護教諭が考えている。背景要因は，家庭や友人関
係等本人を取り巻く環境要因と，発達障害や境界知能，
精神疾患，性に関する問題等の本人の特性による要因が
複合的に影響している。
　中央教育審議会（2021）の答申では，児童生徒の問題
行動の発生を未然に防止するために，生徒指導上の課題
の発生や深刻化につながる背景や要因といった困難の緩
和，教育相談体制の整備，教育委員会・学校における組
織的な対応の推進を図る方針が打ち出されている。
　学校として生徒の支援を行うには問題に対応する教職
員の時間・人材・知識が必要であり，支援体制の充実が
求められている。大久保（2006）は，保健室利用回数と
学級生活満足度に相関があることを示し，生徒が身体症
状等で保健室に頻回来室する背景には何らかの情緒的
な問題や心理的な不安定感があることを示唆し，生徒は
保健室に物理的な応急手当以外の二次的あるいは三次的
な援助サービスを求めて来室していると考えた。養護教
諭の行うヘルスカウンセリングは応急手当と連続して行
われることが多くあり，養護教諭が把握した頻回来室者

のヘルスニーズや背景要因を学校での連携に活かすこと
で，時間や環境等限られた条件の下での効果的な支援に
つなげられると考える。
　さらに今回の調査から，不定愁訴と学校不適応につい
ての研修へのニーズの高さがうかがえた。また，生徒を
対象にした調査研究からの実態を再検証する必要があ
る。保護者，教職員，医療機関，スクールカウンセラー
等が連携して，対象生徒の特性理解や効果的な支援がな
されているケースの事例検討から，具体的な支援策と協
働のあり方を検討する必要がある。
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